
小山市学校給食代替対応補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、食物アレルギーや疾病により学校給食を恒常的に喫食することができ

ない児童生徒の保護者を支援するため、その費用の一部を補助する小山市学校給食代

替対応補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 市立学校 小山市立学校設置条例（昭和３９年小山市条例第２９号）第２条に規定

する小学校、同条例第３条に規定する中学校及び第４条に規定する義務教育学校を

いう。 

(２) 学校給食 学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号）第３条第１項に規定する学校 

給食をいう。 

(３) 児童生徒 市立学校に在籍する児童及び生徒をいう。 

(４) 保護者 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第 16 条に規定する保護者をい 

う。 

(５) 給食代替対応 食物アレルギー、疾病、その他市長がやむを得ないと認める事情に

より学校給食を恒常的に喫食できない児童生徒が、学校給食の提供を受けず、学校

内で持参した代替食を喫食する、又は一時帰宅し代替食を喫食した後に再登校する

など、学校給食の代替措置をとることをいう。 

(６) 学校給食費 学校給食法第 11条第２項に規定する学校給食費をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 市長は、次の各号のいずれにも該当する市立学校の児童生徒の保護者（以下「補

助対象者」という。）に対し、その児童生徒が学校給食の給食代替対応を行った月がある

ときは、補助金を交付する。 

(１) 当該児童生徒が食物アレルギー又は疾病により学校給食を恒常的に喫食できない

ため、給食代替対応をしており、かつ、給食を実施する月を単位として、登校する日の

うち学校給食の提供が可能な日の全てにおいて給食代替対応をしていること。 

(２) 当該児童生徒が、学校給食の提供日に在籍し、かつ、教育活動に参加するために

登校していること。 



(３) 生活保護法（昭和 25年法律第 144号）第 13条に規定する教育扶助を受けてい

ない者であること。 

(４) 学校給食費を滞納していない者であること。 

(５) 国、他の地方公共団体等からこの要綱による補助と趣旨を同じくする補助金等を

受けていない者であること。 

 

（補助額） 

第４条 補助金の額は、補助対象者が学校給食の給食代替対応を行った月（８月を除く。）

１月につき、次の各号に定める額とする。 

(１) 小学校・義務教育学校前期課程の児童に係るもの ５，２００円 

(２) 中学校・義務教育学校後期課程の生徒に係るもの ５，９００円 

２ 前項の規定にかかわらず、月の途中で給食代替対応を開始した月及び月の途中で給

食代替対応を終了した月については、補助金の交付対象としない。ただし、年度当初に

給食代替対応を開始する場合で、かつ、市長が別に定める日までに次条第１項の規定に

よる申請をした場合には、当該月から補助金の交付対象とする。また、当該給食代替対

応を終了する日が当該月における学校給食の提供が終了する日である場合及び月の

途中で転出等をする場合は、当該日の属する月までを補助金の交付対象とする。 

 

（交付の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする補助対象者は、当該年度において学校給食を提供

する日の最終日（学校給食の給食代替対応を行っていた児童生徒について学校給食の

喫食を開始することとなった場合にあっては、学校給食の提供を希望する月の初日の３

日前の日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休

日（以下この条において「祝日法による休日」という。）又は１２月２９日から翌年の１月３

日までの日（祝日法による休日を除く。以下この条において「年末年始の休日」という。）

に当たるときは、その日前の直近の祝日法による休日及び年末年始の休日以外の日））

までに小山市学校給食代替対応補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げ

る書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

(１) 食物アレルギー又は疾病により給食代替対応をする児童生徒にあっては、学校生

活管理指導表、医師の診断書その他の当該児童生徒が食物アレルギー又は疾病を有

することにより学校給食を恒常的に喫食することができないことを証する書類の写し

（既に在籍する市立学校に提出している場合を除く。） 

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 



 

（交付の決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、補助金の交

付の可否を決定したときは、小山市学校給食代替対応補助金交付（不交付）決定通知

書（様式第２号）により、当該申請をした者に通知するものとする。 

 

（交付の時期） 

第７条 補助金の交付の時期は、前条第１項の規定による補助金の交付決定に係る通知後、

市長が定める期間内とする。 

 

（決定の取消し） 

第８条 市長は、補助金の交付決定を受けた者（以下「被決定者」という。）が次の各号のい

ずれかに該当すると認めるときは、当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができ

る。 

(１) 補助対象者の要件に該当しなくなったとき。 

(２) 国、他の地方公共団体等からこの要綱による補助と趣旨を同じくする補助金等を

受けたとき。 

(３) 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが適当でないと認めるとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消すときは、小山市学校給食代替対応補助

金交付決定取消通知書（様式第３号）により被決定者に通知するものとする。 

 

（補助金の返還） 

第９条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既に補

助金が交付されているときは、期限を定めて、当該取消しに係る部分の補助金の返還を

命ずるものとする。 

 

（補則） 

第 10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

 

附 則 

この要領は、令和８年４月１日から施行する。 


